
 経済日誌２００９年１０月  

注）１ＤＨ（ディルハム）＝約１１.5 円 

 

Ｉ．モロッコ国内経済 

１． 指標等 

 

①２００９年第２四半期経済成長率1

２００９年第２四半期経済成長率： ５．４％（前年同期：６．３％） 

農業部門：２７．８％（前年同期：１６．６％） 

非農業部門：２．１％（前年同期：５．０％） 

 

②モロッコ中央銀行主要政策金利を維持2

 モロッコ中央銀行は政策金利（無担保コール１週間物）を現状の３．２５％のまま維持すると決定。

２０１０年第４四半期までのインフレ率が当初の予測値２．６％から２．０％に修正され、物価が大幅

に変動するリスクが低減したとみられるところから今回の決定に至った。 

 

③２０１０年予算法案の概要3

２０１０年予算案は、次の３つの軸を基本に作成：（１）雇用創出・収入拡大のための経済成長、

（２）分野別改革の早期実現、（３）社会連帯の強化。また前提として、原油価格：７５ドル/バレル、

経済成長率３．５％、財政赤字対 GDP 比 ４％、インフレ率：２％を想定。 

  

 一般会計歳入は２６４０億ＤＨでそのうち税収は１５００億ＤＨの見込み。 

 一般会計歳出は２７７０億ＤＨで、公共投資の大幅拡大が見込まれ予算は５３８億ＤＨ

で前年比２０％の増加（特別会計、地方公共団体予算等を含めると、公共投資は１６２６

億DHにのぼる見込み）。高速道路、港湾、産業区域の整備をはじめとしたインフラ整備

に充当。 

 

セクター別では、教育が最も多く５１０億ＤＨ、ついで保健が１１１億ＤＨ、エネルギーが１００

億 DH、農業が５２億ＤＨとなっている。 

                                                 
1 モロッコ高等計画委員会(Haut Commissariat au Plan)www.hcp.ma９月３０日発表、エコノマップ（10 月１日） 
2 エコノマップ（１０月２日） 
3 経済・財政省ホームページ（www.finances.gov.ma）, Projet de loi de Finances pour l’année budgetaire 2010、ル・

マタン（１０月１５日）、エコノマップ（１０月２３日、２８日）、エコノミスト（１０月１４日、１５日、１６日） 
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その他は水利・環境に３７億ＤＨ、漁業・水産分野に５．７億ＤＨ，司法に３２億ＤＨ，観光に

８．２億ＤＨ，青少年とスポーツに 15 億ＤＨ，文化に５．４億ＤＨ，住居に２０億（加えて住宅公

社（Al Omrane）予算が９０億ＤＨ）、人間開発に係るイニシアティブ（INDH）に 14 億ＤＨ。農村山

間部開発に２００億ＤＨ。 

他では、ハッサン二世基金（経済開発基金）に年間３５億ＤＨが拠出される見込み。 

穀物、砂糖、原油などの価格維持のため充当される補助金は１４０億ＤＨ（２００９年は１２０億Ｄ

Ｈ）。 

２１，５７０名の公務員の新規雇用を見込んでいる。（教育省：９６００名、内務省：８０００名、保健

省：２０００名、司法省：１０００名、国防庁：１０００名等） 

民営化歳入は４０億ＤＨと見られており、１０社が民営化リストに挙げられている。Maroc 

Télécom（株３０％は国が保有）,Société des sels de Mohammedia, Marsa Maroc, Société 

chérifienne des sels, la Cotef, Sococharbo, Biopharma, Sonacosなど。   

 

 

④２０１０年予算法案：税制改正4

 (ア)所得税5

 税率 

年間収入 ３００００ＤＨまで ０％ 

年間収入 ３０００１－５００００ＤＨの区分に対し １０％ 

年間収入 ５０００１－６００００ＤＨの区分に対し ２０％ 

年間収入 ６０００１－８００００ＤＨの区分に対し ３０％ 

年間収入 ８０００１－１８００００ＤＨの区分に対し ３４％ 

年間収入 １８０００１ＤＨ以上の区分に対し ３８％ 

  非課税所得限度額が今年に入り２４０００ＤＨから２８０００ＤＨに引き上げられたが、来年度予算

では３００００ＤＨまで引き上げる。また所得税最高税率も今年に入り４２％から４０％（年間所得１５

万 DH 超の区分について）へ低減。来年度はさらに年間所得１８万ＤＨ超の区分については３８％

に低減。 

                                                 
4経済財政省ウェブサイト（www.finances.gov.ma）、エコノミスト（１０月１４日） 

5

２００９年の予算法 税率 

年間収入 ２８０００ＤＨまで ０％ 

年間収入 ２８００１－４００００ＤＨの区分に対し １２％ 

年間収入 ４０００１－５００００ＤＨの区分に対し ２４％ 

年間収入 ５０００１－６００００ＤＨの区分に対し ３４％ 

年間収入 ６０００１－１５００００ＤＨの区分に対し ３８％ 

年間収入 １５０００１ＤＨ以上の区分に対し ４０％ 
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(イ)法人税 

最低法人税１５００ＤＨ（赤字申告法人含む）は四半期ごとの支払いではなく一括払いに設定。 

(ウ)付加価値税（ＴＶＡ） 

 原油、炭化水素、石油製品の付加価値税を７％から１０％へ引き上げることを検討。 

（エ）酒税 

 ビール/１００リットル：５５０ＤＨ→８００ＤＨ、普通ワイン/１００リットル：２６０ＤＨ→３９０ＤＨ、その他

ワイン/１００リットル：３００ＤＨ→４５０ＤＨ、シャンペンなど/１００リットル：３００ＤＨ→６００ＤＨ 

（オ）関税 

・牛肉の安価提供のため２３３．５％から２．５％へ大幅引き下げ。 

・国内農業を保護するため大麦関税率５５％から８０％へ増税。 

・軟質小麦は２００９年１２月３１日まで１３５％になっているが、２０１０年１月１日から５０％に

戻す予定だったが、９０％にすべきであると提言。 

 

 

２． 建設・公共事業・インフラ等 

 

①モロッコ燐鉱石公社（ＯＣＰ）米国系Jacobs Enguneering Groupと合弁会社設立で合意6

 ＯＣＰによる 50 億ドルの投資プログラムに米国系 Jacobs Enguneering Group が、プロジェクト管理

プログラムの提供、技術サービスなどの分野で参画。合弁会社設立で合意した。ＯＣＰはジョーフラ

スファー(Jorf Lasfer)の複合施設拡張開発を優先事項に挙げており、同合弁会社設立により技術、

管理の両方の面でのサポートが期待されている。 

 

②カサブランカで新たに高級住宅建設7

 Naciri Developpement 社がカサブランカ（Nouaceur 地域）で２００戸の高級住宅（１戸の敷地

面積８００㎡以上）を建設する。面積は４０ヘクタールで投資額は９億ＤＨ。２０１１年に完成予

定。 

 

３． 農業・漁業 

 

①２００９－２０１０年の柑橘類の収穫高予測8

 ２００９－２０１０年の柑橘類の収穫高は２００８－２００９年に比して１０％増の１４０万トンに上ると予

測されている。そのうち７７万トン以上がオレンジで柑橘類収穫高の５４．９％を占め、オレンジ以外

のみかん、グレープフルーツ、レモンなどが残りを占める。 

                                                 
6 Eco Plus(10 月１６日) 
7 エコノミスト（１０月２２日） 
8 エコノミスト（１０月１４日） 
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②モロッコ農産品輸出関連指標9

柑橘類輸出シェア：世界で 2 位 

オレンジ： 6 位 

みかん： 2 位（1 位はスペイン） 

トマト： 10 位 

さやえんどう： 2 位 

いちご：11 位 

メロン：12 位 

 

 

４． 産業・エネルギー 

 

①モロッコ-アルジェリア間電力連結10

 ＯＮＥとアルジェリアソネルガス Sonelgaz と共同で４００ｋＶの電力連結が実現した。モロッコ-

アルジェリア間でキャパシティー１０００メガワットの電力供給が可能になった。 

 

②エネルギー開発分野における財源11

モロッコ側受け皿 財源 予算（１００万ドル） 

国際復興開発銀行（世界銀行） 

(IBRD:The International Bank for 

Reconstruction and Development) 

７５クリーンテクノロジーのための基金

（FTP: Fonds téchonologies 

propres） 

アフリカ開発銀行 ５０

（African Development Bank） 

国際金融公社 ２５

世界銀行 １００～２００エネルギー開発基金への借款 

アフリカ開発銀行 １００～２００

ハッサン 2 世基金 ２００

サウジアラビア政府寄付 ５００

エネルギー開発基金 

（FDE :Fonds de développement de 

l’énergie） ア首連政府寄付 ３００

国際金融公社 ２００以上その他関連プロジェクトへの融資 

アフリカ開発銀行（民間部） １００～２００

合計  １６５０～１９５０

                                                 
9 Eco Plus(10 月１６日) 
10 ル・マタン（１０月７日） 
11 エコノミスト（10 月１９日） 
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クリーンテクノロジーのための基金は電力の節約・合理化および二酸化炭素排出削減のプロジ

ェクトのための枠組みで、一方エネルギー開発基金の方がエネルギー自給率の向上、エネルギー

ストックといった分野に充当される。 

 

③情報技術分野における国家開発計画「Ｍａｒｏｃ Ｎｕｍｅｒｉｃ ２０１３」12

 暫定予算５２億ＤＨを投じ、モロッコが情報技術分野における新興国と位置づけられるよう同計画

が策定され、１０日、国王臨席の下でシャミ商工業・新技術大臣により発表された。同計画は官民

が一体となって実施するもので一般市民、政府機関、民間企業全体が対象になっている。優先課

題として一般市民へのインターネットアクセスの強化、役所手続きの電子化、能力の高い人材の確

保、サポートする適切な財源の確保が挙げられる。２０１３年までの目標は、（１）同分野における新

規雇用数２６０００人、（２）インターネットアクセス保有世帯数を現在の１０世帯のうち１世帯から３世

帯のうち１世帯にまで増加させることなど、具体的には政府と関係所管機関および銀行が４つの計

画に合意。 

４つの計画 

（１）E-government 計画（２００９－２０１３年） 

 さまざまな手続きの電子化を目指して４０数に亘る計画を策定。主なところでは、戸籍手続き、会

社設立手続き、法人税のネットによる支払いなどが挙げられる。 

（２）エンジニアへのサポート 

 「Injaz」(５年計画)と呼ばれる資金援助で情報技術分野のエンジニア８万人を対象にノートパソコ

ンおよびインターネットアクセスにかかる費用の８５％までをカバーする。２００９年秋から２０１０年秋

までの一年間で１８０００人を予定。 

（３）一般市民へのインターネット普及 

 インターネットにアクセスする機会が少なかった地方の市民のために全国で年間１００カ所のイン

ターネットセンターを設立。２０１３年までに４００カ所を設立する予定。 

（４）官民共同の情報技術分野における開発基金の設立 

 １億ＤＨを投資してソフトウェアの開発を中心とした技術革新に充当する。 

 

④SOMACA社生産Dacia Sanderoエジプトで販売13

 ルノー子会社 SOMACA 社工場生産の Dacia Sandero が２０１０年にエジプトで販売される。モロッ

コのマアズーズ貿易大臣がカイロで発表。２０１０年には６０００台をモロッコからエジプトへ輸出す

る。 

 

５． その他(金融など) 

 

                                                 
12 エコノミスト、オピニオン、エコノマップ（１０月１２日） 
13 エコノミスト（10 月２９日） 
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①国連開発計画（ＵＮＤＰ）の２００９年版人間開発報告書14

 モロッコは今年１８２カ国中１３０位と昨年の１２６位から順位を落とした。モロッコ政府は報告

書で使用される統計資料は２００７年のものであり、最新統計の数字が反映されていない、また

一人あたりのＧＤＰ、識字率、平均寿命データを中心に作成されており、モロッコ社会のダイナ

ミズムなどが反映されておらず極めて限定的であると批判している。 

・チュニジア：９８位 

・アルジェリア：１０４位 

・エジプト：１２３位 

・南アフリカ：１２９位 

 

②モロッコ郵政公社(Barid Al Maghrib)が新たに系列会社を二社設立15

 郵政メディア（Barid Média） と 郵政 e-サービス（Barid e-services）の２社を設立することで政

府が承認。「郵政メディア」は資本金４００万ＤＨで郵政公社業績悪化の建て直しをするためマ

ーケティングサービスを強化する。また「郵政 e-サービス」は資本金２０００万ＤＨで、コンピュー

タを使った書類の作成と郵送を組み合わせたサービスを提供。 

 

③消費者物価指数の基準年の変更16

現在まで１９８９年を基準年として消費者物価指数が計られていたが、基準年を２００６年に

変更することが決定された。参考物価の選択も現在の３８５項目・７６８種類から４７８項目・１０６

７種類に多様化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 
14 国連開発計画（ＵＮＤＰ）の２００９年版人間開発報告書、http://hdr.undp.org, Human Development Report 2009,

オジョデュイ・ル・マロック（１０月６日） 
15 エコノミスト（１０月１３日） 
16 ル・マタン（１０月１０日） 
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ＩＩ．諸外国等との関係 

１． 外国政府との関係 

 

①モロッコ－モーリシャス間漁業大臣会談(於：アガディール)17

５～８日アガディールで開催された海産物国際会議のマージンで会談。モロッコがモーリシャス

に海産物販売や漁業分野投資で協力することで合意した。 

 

②モロッコ-中国間貿易大臣会談（於：北京）18

１２日、マアズーズ貿易大臣と中国チェンデニン貿易大臣が北京にて会談。二国間貿易促進で

合意した。具体的には社会経済におけるパートナーシップに署名。中国はモロッコに１０００万ＤＨ

を寄付。モロッコ側はモロッコへの中国企業の投資に期待を寄せアフリカ・ヨーロッパ市場へのアク

セスの良さをアピールした。 

 

③モロッコ－ガボン間貿易大臣会談（於：ラバト）19

 １日、マアズーズ貿易大臣とガボンのトンダ貿易大臣がラバトにて会談。トンダ貿易大臣は民間企

業の代表団を引率、二国間貿易促進で合意した。モロッコと中部アフリカ経済通貨共同体（ＣＥＭ

ＡＣ：Communauté économique et monétaire de l’Afrique centrale）とのＦＴＡ締結に向けての協議

の開始の可能性についても話し合った。ＣＥＭＡＣはカメルーン、中央アフリカ、コンゴ共和国、ガ

ボン、赤道ギニア、チャドの６カ国の旧仏領国から構成されている。  

 

④第５回モロッコ・韓国合同委員会（於：ソウル）20

 第５回モロッコ・韓国合同委員会が２７日ソウルで開催され、韓国からは外交通商部 Lee Yong 

Joon 次官が出席、モロッコからは外務協力省アムラニ外務次官らが出席。 

 貿易品目の多様化、投資の拡大（電子関係、自動車、水産加工）などが話し合われたほか、モ

ロッコ商工業・新技術省と韓国知識経済部との間で産業協力委員会の設立の合意に向けて協議

を続けていく方向で一致した。１９９９年の投資保護協定および二重課税防止協定の締結以来、二

国間経済発展に向けての法的枠組みは構築されており、今後はさらなる投資の拡大が必要である

ことが確認された。２００１年にはモロッコＣＧＥＭ（経団連）と韓国経団連（The Federation of Korean 

Industries）の間で経済協力共同理事会の設立に至ったが、この枠組みを活性化していくことで合

意。また、韓国経済開発基金によるモロッコに対する借款に関し、今後いかに活用していくかにつ

いての合意に向けて協議を継続していくことで一致。 

                                                 
17 アラブマグレブ通信（１０月５日） 
18 エコノマップ（１０月１３日） 
19 アラブマグレブ通信（１０月２日） 
20 エコノマップ（１０月２８日） 
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 エネルギー関係では鉱山開発、再生可能エネルギー開発、人材育成の分野で協力を強化する

ことで一致した。 

また、 文化・科学分野における良好な協力関係についても確認。１２月３日にラバトにおいて第

４回モロッコ・韓国文化教育合同委員会を開催する予定。 

 

⑤第１回日本・モロッコ合同委員会の開催（於：東京）21

 １０月２８日東京で初の日本・モロッコ合同委員会が開催され、二国間の関係強化等について話

し合われた。モロッコ外務・協力省アムラニ外務次官と外務省佐々江外務審議官らが会談。モロッ

コからは外務・協力省、商工業・新技術省、エネルギー・鉱山・水利・環境省の高官、モロッコ電力

公社（ＯＮＥ），モロッコ燐鉱石公社（ＯＣＰ）代表らが随行。同代表団は本委員会への参加のほか、

武正外務副大臣、山東参議院副議長、ＪＥＴＲＯ，ＪＩＣＡ，ＪＣＣＭＥ，経団連代表などと会談した。 

 

⑥大西洋沿岸アフリカ諸国漁業協力閣僚会議（ＣＯＭＨＡＦＡＴ:Conférence ministérielle sur la 

cooperation halieutique entre les Etats aficains riverains de l’océan atlanrique）がモロッコに本部

開設22

 ２４日、エルジャジーダにおいて、モロッコのアヌヌッシュ農業・漁業水産大臣と同会議の会長を

務めるコート・ジボワール動物・水産資源 Alphonse Douati 大臣が大西洋沿岸アフリカ諸国漁業閣

僚会議（ＣＯＭＨＡＦＡＴ）の本部をラバトに開設するという合意書に署名した。本部が開設され同

機関が法的機関として地域の漁業発展に望む。加盟国はアフリカ大陸大西洋沿岸に面する２２カ

国。 

 

２． 外国企業との関係 

 

①シャープがモロッコに進出23

５０００万ＤＨを投じ、シャープがモロッコに進出。液晶テレビ、冷蔵庫、電子レンジ、空気洗浄機

などを販売。カサブランカに４００㎡のショールームをオープンした。従業員は当初１５名を予定して

おり、近い将来５０名に増やす予定。２０１１年にはモロッコの電化製品販売で上位３位を狙う。輸入

業者は Electronia 社。 

 

 

 

 

 

                                                 
21 エコノマップ（１０月２９日） 
22 エコノマップ（１０月２６日） 
23 エコノミスト（１０月２７日） 
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３． 経済協力 

 

① 中国の無償援助24 

農村における教育セクター改善に１１００万ＤＨを寄付。６００枚の太陽光パネルと 18

台の学校送迎バス購入に充当され、地方の教育委員会を通して届けられることになった。 

 

②財団法人海外漁業協力財団（ＯＦＣＦ）が大西洋沿岸アフリカ諸国漁業協力閣僚会議（ＣＯＭ

ＨＡＦＡＴ）へ無償援助25

漁業促進基金の設立に向けてＯＦＣＦは毎年８９万ドルを援助することで合意。 

 

                                                 
24 エコノマップ（１０月２３日） 
25 エコノマップ（１０月３１日） 
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